
市全体４Gカバー、海底光ファイバーケーブル（SMW3、APG）の展開

170 TB のストレージ容量の市データセンターとVNPT、CMCなど企業のデータセンター

05 の通信事業者 (Viettel、Mobifone、Vinaphone、Vietnamobile、Gmobile)で 通信基地局総数2,491局

市投資による市内ネットワーク（MANネットワーク）の光ファイバーケーブル総延長450km以上

ダナン市
ベトナム中部のICT中心地

1.52 億ドル 2023 年
1.42 億ドル2022 年

1億4,800万ドル
1億3,200万ドル

2,3002023 年
2,2002022 年

2023 年
2022 年

48,000
47,500

ICT売上高
受賞

ITインフラ

IT企業数

ソフトウェア輸出額

IT産業従事者数

ICTインデックスランキング 13年連続１位
(2009-2022)

2019ASOCIOスマートシティー賞

ベトナムデジタルトランスフォーメーションアワ
ード ３年連続 (2020-2022)
ベトナムスマートシティーアワード ４年連続 
(2020-2023)

ハイチャウ地区、タックタン区、
クアンチュン通り０２番地
面積：1.08ha
稼働中７６企業で充填率100%
労働者数：1,650

ハイチャウ地区
面積: 1,07ha
2024 年第 4 四半期建設開始予定

グハインソン地区、ホアハイ区
面積: 5.9ha
労働者数: 4,000

(2023年１２月まで）

電気通信インフラ

第1ソフトウェアパーク

ダナンVIETTELビルディング

ホアヴァン県、ホアリエン社
面積: 131ha

投資登録証明書付与済プ
ロジェクト ６件

ダナン集中IT地区 (第１期)

リエンチュー地区
面積: 3.5ha
投資手続き展開中

DANANG BAY IT団地

FPTコンプレックス

インテリジェン
ト運用監視センター

カムレ地区、ホアスアン区
面積: 17,298ha
投資呼掛け中

イノベーション空間

ハイチャウ地区、トゥアンフオック区
面積：2,8ha
建設中、2024年末に稼働開始予定

第2ソフトウェアパーク

ソウルスマートシティーアワード
(Seoul Smart City Prize)(2023)

ダナン市投資促進支援委員会
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ICT産業教育施設数

5,700
ICT関連専攻の年間卒業生

IT訓練施設

IT 人材構造 (2023年) 平均月収(単位：ドル)

ICT産業従事者数

投資優遇・支援制度

平均月収

ハードウェア、電子機器分野の従事者

ソフトウェア分野の従事者

デジタルコンテンツ分野の従事者

情報技術製品の事業及び販売の従事者

ITサービス分野の従事者

優遇税率10％適用

* ダナンIT集中工業団地で情報技術分野に新たに投資する組織及び企業、ソフトウェア開発会社を適用対象とします。
** ダナンIT集中工業団地で情報技術分野に新たに投資する組織及び企業を適用対象とします。
(2013 年 11 月 8 日付け、 IT集中工業団地を規制するNo. 154/2013/ND-CPの政府の政令 ；2013 年 12 月 26 日付け法人税法の施行と指導に関するNo. 218/2013/ND-CP政府の政令 ；
プロセスを満たすソフトウェア製品の生産活動の決定を規制する情報通信省の 2020 年 7 月 3 日付けの回覧 No. 13/2020/TT-BTTTT)
.

収益が出た初年度から15年間以内で優遇税率10%

・候補地：カムレ地区、ホアスアン区
・総面積：総面積（計画調整検討）：172,980㎡ 約99,236m2

のソフトウェアパークと約73,744㎡ 付随サービス及び住宅の組み合わせたエリアを含む
・敷地現状：開墾済

イノベーション空間

プロジェクト名 プロジェクト情報 投資予定額

投資家の提案により

・候補地：ダナンIT集中工業団地
・規模：8.7haで4棟のオフィス複合ビルと26階建てのデータセンター
・敷地現状：開墾済

データセンター及びオフィス、
IT 展示複合エリア

投資予定額
1,000万～1,500
万米ドル/ha

・候補地：ダナンIT集中工業団地
・面積：57.7ha, 工場規模 2階～6階建て
・建築密度: 40%
・敷地現状：開墾済

ICT専用、サポート工場エリア 投資予定額
1,000万～1,500
万米ドル/ha

・候補地：ダナンIT集中工業団地
・面積：57.7ha, 規模 ６階～10階建て
・建築密度: 40%
・敷地現状：開墾済

R＆Dエリア 投資予定額
800万～ 1,000
万米ドル/ha

法人所得税の免税・減税 事業開始から4年間免税、
課税所得が出た初年度から9年間50%減税

企業固定資産になる商品や企業の製品生産やITサービスのため輸入商品免税

投資誘致プロジェクト

ソフトウェア
18,000

デジタルコンテンツ 

6,000

情報技術サービス

情報技術製品の事業及び販売

6,400

8,000 ハードウェア、電子機器

9,600

0
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400
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800

1,000

1,200

1. 優遇税制及び法人所得税の免税・減税(*)

2. 輸入税の免除(**)
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